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米国公開特許からみる
自動運転企業の事業戦略

― Tesla・NVIDIA・Mobileyeを例として

１．はじめに
　自動運転技術は、SAE（米国自動車技術
者協会）自動化レベル４から５への移行を見
据えた競争段階に入っており、関連領域の特
許出願も活発になっています。
　公開特許１を俯瞰すると、同じ自動運転技
術を扱う企業であっても、重点的に権利化し
ている技術領域は大きく異なります。その差
異は各社の技術分野の違いというよりは、サ
プライチェーン上の役割や、将来どのように
価値を生み出そうとしているのかという戦略
の差を反映しているように見えます。
　そこで本稿では、Teslaを軸にNVIDIA及
びMobileyeの米国公開特許公報２を比較し、
各社の年次報告書（Form 10-K）等３と照ら
し合わせることで、公開特許からどこまで事
業戦略を読み解くことができるのかを考察し
ました。対象とした３社はそれぞれ、完成車
メーカー、AIプラットフォーム提供者及び
先進運転支援システム（ADAS）サプライヤ
ーという、自動運転サプライチェーンの異な
る立場を代表しています。
　
２．Teslaの公開特許から見える戦略
　Teslaの技術トピック４では、AI、コンピ
ュータビジョン、リアルタイム処理及び機械
学習が上位を占めました。被引用件数最多公
開特許公報５も、複数の車載カメラ画像を機
械学習により鳥瞰視点へ統合して周辺環境を
認識する技術であり、AIによる認識・判断・
制御を統合しようとする技術思想が表れてい
ます。
　この特徴は年次報告書とも一致します。

海外知財アップデート

Teslaは自動運転支援機能（FSD）、無人タク
シー（Robotaxi）及びAIを将来の成長戦略
として掲げていますが、公開特許公報では最
終サービスそのものではなく、それを支える
AIや画像認識、リアルタイム処理技術が重
点的に権利化されていました。製品ではな
く、その実現を支える基盤技術を権利化して
いる点が特徴的です。
　
３．比較から見える各社の戦略
　NVIDIAはTeslaと同様にAI及びコンピュ
ータビジョンを重視していますが、被引用件
数最多特許６は走行軌道を生成・評価して最
適な行動を決定する「行動計画」に関するも
の で し た。 年 次 報 告 で は、 自 動 運 転 を

「NVIDIA DRIVE」を中心とするAIプラッ
トフォーム事業として位置付けており、自社
車両へAIを統合するTeslaとは異なり、AIプ
ラットフォームをOEMへ提供することに重
点を置いています。

［表］各社の自動運転戦略と代表特許

　一方、Mobileyeではコンピュータビジョ
ンが技術トピックの中心でした。被引用件数
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最多特許７は車両群のデータを利用して仮想
停止線を生成・更新する技術であり、年次報
告でもREM８による走行データの蓄積と高精
度地図を競争力の源泉として位置付けていま
す。画像認識を起点としながら、データ基盤
へ競争力を広げようとする姿勢がうかがえま
す。
　
４．公開特許から企業戦略を読む
　３社はいずれもAIを自動運転の中核技術
として位置付けています。一見すると各社と
も「AI」に注力しているように思われます。
　しかし、そのAIをどのように価値へ結び
付けようとしているかは各社で異なります。
公開特許を企業開示情報と併せて捉えること
で、３社の「AIを何に使い、どのような事
業として価値へ結び付けようとしているの
か」の差が浮き彫りになります。
　具体的には、TeslaはAIを自社車両へ統合
し、FSD や Robotaxi へ 展 開 す る こ と、
NVIDIAはAIプラットフォームをOEMへ提
供すること、Mobileyeはコンピュータビジ
ョンを起点として先進運転支援システムから
高度自動運転へ段階的に発展させることを目
指しています。
　もちろん、企業戦略の全てが公開特許に表
れるわけではありませんが、公開特許を年次
報告書や投資家向け資料と合わせて分析する
ことで、企業がどの技術領域を競争力の源泉
と考えているのか、その方向性が見えてきま
す。
　
５．おわりに
　公開特許は発明を保護する法的文書である
と同時に、企業が将来どこで価値を生み出そ
うとしているのかを映す鏡でもあります。
　本稿では、公開特許を年次報告書等と組み
合わせて分析することで、技術だけでは見え
にくい各社の事業戦略を読み解くことを試み
ました。自動運転分野に限らず、同じ技術領

域で競争する企業であっても、サプライチェ
ーン上の役割や目指す価値は必ずしも同じで
はありません。
　公開特許を技術動向として分析するだけで
なく、企業戦略や産業構造と結び付けて読み
解くことが、知財部門に新たな視点をもたら
すものと考えます。特許情報から技術動向を
分析する際に、その背景にある企業の価値創
出のあり方にも目を向けることが、知財情報
のさらなる活用につながるのではないでしょ
うか。
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